
参考資料１ 

 

第 1回審議会でいただいたご質問について 

 

 

Q1 就業状況及び通学状況について、杉並区と他区との比較 

 

A1 以下の比較資料を作成しました。 

① 資料名：就業状況比較 

利用したデータ：令和２年国勢調査 

概 要：第１回審議会資料としてお示しした資料 6-6「杉並区民の就業状況」では 

    就業している人（「自営業・事業主 10.4%」「自由業 2.5%」「事務職・技術 

        職（35.9%）」「労務職・サービス職 15.8%」の合計）が、全体の 64.6%でし 

    た。（出典元は「第 56回杉並区区民意向調査」） 

    本資料では、令和２年国勢調査から就業者を「自宅就業者」と「通勤者」 

とし、その合計値につき、杉並区と東京２３区平均を比較しました。 

    その結果は以下のようになりました。 

杉並区就業人口割合 東京 23 区就業人口割合平均 

43.05% 42.85% 

    東京 23 区各区の就業人口割合については、別紙資料をご参照ください。 

 

② 資料名：通学状況比較 

利用したデータ：令和２年国勢調査 

概 要：第１回審議会資料としてお示しした資料 6-6「杉並区民の就業状況」では 

    「学生」の割合は 2.3%でした。（出典元は「第 56回杉並区区民意向調査」） 

    本調査は 18歳以上の杉並区民を対象としているため、「学生」の多くは大 

学生・大学院生等と考えられます。 

    本資料では、令和２年国勢調査から学生を「通学者」とし、杉並区と東京 

２３区を比較しました。なお、「通学者」は、小学校～大学院等に在学中の 

学生であるため、区民意向調査と「学生」の捉え方が異なることにご注意 

ください。 

    その結果は以下のようになりました。 

杉並区学生人口割合 東京 23 区学生人口割合平均 

8.68% 9.07% 

    東京 23 区各区の学生人口割合については、別紙資料をご参照ください。 

 



 

Q2 杉並区における女性相談の数 

 

A2 ご質問にいたる前後のやり取りから、「福祉事務所の女性相談件数」をお尋ねいただいた

と考え、お答えは以下となります。ご参考として、過去２年間のデータを記載いたしま

した。 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

（4～12 月） 

杉並福祉事務所の 

女性相談件数 

 

559回 

 

392回 

 

466回 

 

※ご参考１：杉並区における相談事業の実施状況 

  杉並区では、区民の様々な困りごとに対応する相談事業を行っております。 

  【杉並区ホームページ「各種相談」】 

  https://www.city.suginami.tokyo.jp/kurashi/kakushusoudan/index.html 

  その中で、男女共同参画担当所管の事業及び DV相談は以下となります。 

   

  ※「女性のための法律相談」以外は、対象は女性に限りません 

事業名 担当 事業概要 

男女平等推進センター一般

相談 

男女共同参画担当 家族の問題、恋愛、結婚、離婚、人間関係、セクハラ、 

ストーカー、性暴力、自分自身の生き方、性的マイノリティ 

などに関する相談 

家庭相談 杉並福祉事務所 家庭内における親子、夫婦関係に関する相談 

DV 相談 

すぎなみ DV 専用ダイアル 

杉並福祉事務所 

男女共同参画担当 

配偶者・パートナーや交際相手から暴力を受けている、 

加害者から逃げたいなど、DVに関する相談 

女性のための法律相談 男女共同参画担当 離婚・養育・財産分与などの相談に女性弁護士が対応 

※性別を問わない「法律相談」も別事業として有 

性的マイノリティ専門相談 男女共同参画担当 LGBT 等当事者の生きづらさを含む、様々な悩みや不安につ

いての相談及び当事者の家族や友人等からの相談。 

 

※ご参考２：杉並区ひとり親家庭実態調査 

杉並区では「ひとり親家庭実態調査」を行っています。以下より区のホームページに掲載さ

れている報告書をご覧いただけます。 

https://www.city.suginami.tokyo.jp/s053/6137.html 

 

 



 

Q3 杉並区の学校現場における女性の管理職の割合 

      

 

A3 杉並区では、校長及び副校長が学校現場における管理職となります。 

  区立小学校・中学校における女性管理職の割合は以下となります。 

 校長 副校長 

 全体 

（人数） 

女性 

（人数） 

女性 

（割合） 

全体 

（人数） 

女性 

（人数） 

女性 

（割合） 

区立小学校 38 14 36.8% 46 14 30.4% 

区立中学校 23 2 8.7% 23 5 21.7% 

東京都教育委員会ホームページ：令和６年度 公立学校統計調査報告書【学校調査編】より 

 

※ご参考 

特別区（東京 23区における）の公立小学校・中学校における女性管理職の割合 

 校長 副校長 

 全体 

（人数） 

女性 

（人数） 

女性 

（割合） 

全体 

（人数） 

女性 

（人数） 

女性 

（割合） 

区立小学校 798 229 28.7% 853 301 35.3% 

区立中学校 370 47 12.7% 381 92 24.1% 

東京都教育委員会ホームページ：令和６年度 公立学校統計調査報告書【学校調査編】より 

 

東京都（特別区＋都下）の公立小学校・中学校における女性管理職の割合 

 校長 副校長 

 全体 

（人数） 

女性 

（人数） 

女性 

（割合） 

全体 

（人数） 

女性 

（人数） 

女性 

（割合） 

公立小学校 1239 316 25.5% 1320 432 32.7% 

公立中学校 602 75 12.5% 620 132 21.3% 

東京都教育委員会ホームページ：令和６年度 公立学校統計調査報告書【学校調査編】より 

 

Q4 子ども家庭部でこれまで実施した子どもを対象としたワークショップ等における 

ジェンダーについての意見 

 

A4 令和５年から令和６年にかけて子ども家庭部で実施した子どもを対象とした複数回の

ワークショップの中で、例えば「部活動」や「遊び場の使い方」などについて男女の違いを

感想として述べる発言がありました。 
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出典：令和２年国勢調査 従業地・通学地による人口・就業状態等集計

第２３－２表 住居の種類，従業・通学時の世帯の状況，就業・通学別一般世帯人員－全国，都道府県，市区町村



自宅就業者 通勤者 その他 通学者 総数

人数（人） 5,761,242 51,698,253 51,923,370 13,780,130 123,162,995

割合（％） 4.68% 41.98% 42.16% 11.19%

人数（人） 654,157 5,295,023 6,540,229 1,349,769 13,839,178

割合（％） 4.73% 38.26% 47.26% 9.75%

人数（人） 483,959 3,638,560 4,625,968 873,144 9,621,631

割合（％） 5.03% 37.82% 48.08% 9.07%

人数（人） 4,086 24,400 30,688 6,858 66,032

割合（％） 6.19% 36.95% 46.47% 10.39%

人数（人） 10,540 71,765 71,931 14,223 168,459

割合（％） 6.26% 42.60% 42.70% 8.44%

人数（人） 14,094 78,403 144,341 22,052 258,890

割合（％） 5.44% 30.28% 55.75% 8.52%

人数（人） 15,704 107,015 199,002 23,869 345,590

割合（％） 4.54% 30.97% 57.58% 6.91%

人数（人） 13,289 91,027 107,837 24,757 236,910

割合（％） 5.61% 38.42% 45.52% 10.45%

人数（人） 14,781 76,543 101,292 14,285 206,901

割合（％） 7.14% 36.99% 48.96% 6.90%

人数（人） 15,931 113,138 118,811 21,491 269,371

割合（％） 5.91% 42.00% 44.11% 7.98%

人数（人） 23,591 211,952 233,498 51,121 520,162

割合（％） 4.54% 40.75% 44.89% 9.83%

人数（人） 23,340 174,405 186,664 35,275 419,684

割合（％） 5.56% 41.56% 44.48% 8.41%

人数（人） 17,822 98,954 143,654 25,253 285,683

割合（％） 6.24% 34.64% 50.28% 8.84%

人数（人） 35,032 311,946 327,449 66,177 740,604

割合（％） 4.73% 42.12% 44.21% 8.94%

人数（人） 54,506 338,078 442,682 96,505 931,771

割合（％） 5.85% 36.28% 47.51% 10.36%

人数（人） 15,662 77,484 131,230 17,023 241,399

割合（％） 6.49% 32.10% 54.36% 7.05%

人数（人） 17,891 122,396 177,507 24,195 341,989

割合（％） 5.23% 35.79% 51.90% 7.07%

人数（人） 32,490 219,299 282,339 50,785 584,913

割合（％） 5.55% 37.49% 48.27% 8.68%

人数（人） 15,466 105,042 155,450 22,747 298,705

割合（％） 5.18% 35.17% 52.04% 7.62%

人数（人） 15,078 134,499 172,965 28,471 351,013

割合（％） 4.30% 38.32% 49.28% 8.11%

人数（人） 11,103 84,889 99,342 19,854 215,188

割合（％） 5.16% 39.45% 46.17% 9.23%

人数（人） 22,541 213,724 286,376 51,257 573,898

割合（％） 3.93% 37.24% 49.90% 8.93%

人数（人） 35,602 284,907 344,982 76,739 742,230

割合（％） 4.80% 38.39% 46.48% 10.34%

人数（人） 27,220 246,343 349,046 63,222 685,831

割合（％） 3.97% 35.92% 50.89% 9.22%

人数（人） 19,745 176,618 206,365 43,060 445,788

割合（％） 4.43% 39.62% 46.29% 9.66%

人数（人） 28,445 275,733 312,517 73,925 690,620

割合（％） 4.12% 39.93% 45.25% 10.70%
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出典：令和２年国勢調査 従業地・通学地による人口・就業状態等集計

第２３－２表 住居の種類，従業・通学時の世帯の状況，就業・通学別一般世帯人員－全国，都道府県，市区町村
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